
ギャンブル等依存症対策の強化について【概要】

【公営競技】（競馬、競輪、オートレース、モーターボート競走）、【ぱちんこ】、【厚】厚生労働省、【文】文部科学省、【金】金融庁、【消】消費者庁、【総】総務省

公
営
競
技
・ぱ
ち
ん
こ

事
業
者
の
対
応

ア
ク
セ
ス
制
限

広
告

射
幸
性
の

抑
制

そ
の
他

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

投
票

医
療
・回
復
支
援

学
校
教
育
、
消
費
者

行
政
に
お
け
る
対
応

対策の具体化課題

• 各公営競技ごとに設置する相談窓口について、全競走場のウェブサイト等に掲載（～８月）
• 注意喚起ポスターの掲載やチラシ等の配布による相談窓口の周知（４月～）
• 全主催者等に依存症対策担当を設置、相談対応マニュアル等を作成、従業員教育を順次実

施（４月～）

• 幅広くギャンブル等依存症に専門的に対応できる「一般財団法人ギャンブル依存症予防回復支援セン
ター」を、モーターボート競走関係団体において設立（６月）。24時間無料電話相談体制の構築（10月目途）。

• 今後、更に関係省庁間で連携し、適切な体制を構築

• ＲＳＮの周知のため、営業所の広告に相談窓口を掲載（４月～）、リーフレットをぱちんこ営業
所に配置（７月～）し、業界団体と営業所が連携し、情報発信を強化

• 相談員の増員、相談時間の延長、専門医等の紹介 等

• 全都道府県・政令市における専門医療機関・治療拠点・相談拠点の整備及び依存症相談員
の配置を推進（４月～）

• 依存症対策全国拠点機関を指定（４月）
• 地域の治療実施指導者・相談支援指導者の養成研修等の実施

• ポスター、ウェブサイト等に注意喚起標語を掲載（４月～）
競馬：馬券は20歳になってから、ほどよく楽しむ大人の遊び
競輪：車券の購入は20歳になってから。競輪は適度に楽しみましょう。
オートレース：車券の購入は20歳になってから。オートレースは適度に楽しみましょう。
モーターボート競走：舟券の購入は20歳以上の方に楽しんでいただけます。無理のない資金で、余裕を持ってお

お楽しみください。

• 統一的な未成年対応要領の作成。警備員等に対する教育・指導の徹底による警備態勢の強化（６月～）

• 年齢確認シートの活用による賞品提供時の年齢確認（５月～）

• 専門的な医療の確立に向けた研究の推進とそれに対応する診療報酬での評価が課題となっ
ていることを踏まえ、標準的な治療プログラムの開発やエビデンスを構築（本年度～）

• 地域の生活支援指導者や障害福祉サービス等従事者への養成研修、ポータルサイトの開設、
リーフレットの作成等による普及啓発を実施（４月～）

• 自助グループ（ギャンブラーズ・アノニマスやギャマノン）を含む民間団体が行うミーティング、
普及啓発、相談等の活動を支援（４月～）

• 中・高・大学生向け啓発資料の作成

• 関係機関間で、連絡先リストや対応マニュアルの作成・共有等により、連携体制を構築（本年度中）

• 多重債務者相談員や消費生活相談員への研修や相談対応マニュアルの整備により、相談員の
ギャンブル等依存症に関する理解・知識を向上（本年度～）

• 「医学教育モデル・コア・カリキュラム（平成28年度改訂版）」に、ギャンブル等依存症を学修

目標として明記（３月末）、医学部関係者に周知・要請（５・６月）
• 保健師・看護師・精神保健福祉士・社会福祉士・公認心理師がギャンブル等依存症に適切に

対応できるよう、養成カリキュラム等を見直し（本年度～）

• ＡＴＭのキャッシング機能の廃止又はＡＴＭの撤去（本年度目途）

• 営業所の管理者の業務として依存症対策を義務付けるため、風営法施行規則を改正（８月）

• 業界の取組について評価・提言を行う第三者機関の設置

• 出玉情報等を容易に監視できる遊技機の開発・導入のため、遊技機規則を改正（８月）

• インターネット投票サイトのログイン画面等において、ギャンブル等依存症の注意喚起表示、
相談窓口の案内等を実施（４月～）

• インターネット投票において購入限度額を設定できるシステムを、次期システム改修に併せて
構築

• 本人申告による解約等がなされた場合、一定期間は再契約等の申請を受け付けず、アクセス
制限措置を継続する仕組みを構築

• 家族申告によるアクセス制限の仕組みの構築（再掲）

• ガイドライン等を作成し、競走場・場外券売場において本人申告によるアクセス制限の運用を
開始（４月～）

• 本人申告によるアクセス制限の仕組みを拡充・普及（４月～）（５か月で導入店舗数が３倍強に
増加）

• 家族申告によるアクセス制限の仕組みの構築

• ポスターやテレビＣＭ、新聞・雑誌広告、ＨＰ、インターネット投票サイト等に注意喚起標語を掲載（４月～）
• ギャンブル等依存症に係るリーフレットやポスターを作成、競走場等に掲示・配布（本年度～）

公営競技ごとの相談窓口の設置、明示・周知
依存症対策担当の設置及び依存症に関する
従業員教育の実施

一元的・専門的に対応できる共通相談窓
口の設置

リカバリーサポート・ネットワーク（ＲＳＮ）
の相談体制の強化・機能拡充

場内・場外券売場のＡＴＭのキャッシング
機能の廃止

営業所の管理者の業務として依存症対
策を義務付け

ギャンブル等依存症患者の治療・相談に
対応できる体制が不十分

学校教育における対応

消費生活センター、多重債務相談窓口等と
精神保健福祉センター等との連携。相談員
のギャンブル等依存症に係る知識の向上

インターネット投票サイトにおける注意喚
起・ 相談窓口の案内

購入限度額の設定を可能とするシステム
の整備

本人・家族申告によるアクセス制限の仕
組みの導入

未成年者等の購入禁止等に係る注意喚
起・警備の徹底

本人・家族申告によるアクセス制限の
仕組みの導入、拡充・普及

専門的な医療の確立・普及及び適切な診
療報酬での評価

障害福祉サービス等従事者のギャンブル
等依存症に関する知識の向上

自助グループ等、民間団体の活動ヘの
支援の拡充

業界の取組について評価・提言を行う仕
組みの導入

中・高・大学生向けの啓発の実施

出玉情報等を容易に監視できる遊技機
の開発・導入

医学教育や医師臨床研修等における
ギャンブル等依存症に対応できる人材の
育成

施行者による取組として、ポスターやＨＰ
における普及啓発・注意喚起

出玉規制の基準等の見直し • 出玉規制の強化等のため、風営法施行規則・遊技機規則を改正（８月）

• 依存症について取り上げる高等学校学習指導要領解説の作成に着手（本年度～）

• 貸金業、銀行業における貸付自粛制度の整備

• ＤＶＤや啓発動画の作成、リーフレットの配布等（本年度～）ギャンブル等依存症に関する普及啓発

• 「安心パチンコ・パチスロアドバイザー」を新設。全営業所への配置を目指して取組を推進（４月～）
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【金・消】

【金】貸金業、銀行業における対応

営業所における相談等への対応

• ギャンブル等依存症に関する全国調査を９月中を目途に取りまとめ。今後も継続的に実態を把握ギャンブル等依存症の実態把握 【厚】
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はじめに 

 

我が国では、多くの人々が競馬等の公営競技やぱちんこを楽しんでいる。しかし、

なかには公営競技やぱちんこにのめり込んでしまい、生活に支障が生じ、治療を必

要とする状態（ギャンブル等依存症）に陥ってしまう人々がいる。こうしたギャン

ブル等依存症については、自己破産や家庭崩壊を招くだけでなく、自殺や犯罪等に

もつながるなど、深刻な問題が提起されている。 

このため、ギャンブル等依存症患者が必要なときに早期に相談や治療を受けられ

る環境を整えるとともに、安易にギャンブル等へ依存することを防ぐよう、必要な

対策を講じていく必要がある。 

 

こうした中、平成28年に成立した特定複合観光施設区域の整備の推進に関する法

律（平成28年法律第115号）の附帯決議第10項では、以下のとおり、政府に対してギ

ャンブル等依存症対策の強化を求めている。 

「ギャンブル等依存症患者への対策を抜本的に強化すること。我が国におけるギ

ャンブル等依存症の実態把握のための体制を整備し、その原因を把握・分析すると

ともに、ギャンブル等依存症患者の相談体制や臨床医療体制を強化すること。加え

て、ギャンブル等依存症に関する教育上の取組を整備すること。また、カジノにと

どまらず、他のギャンブル・遊技等に起因する依存症を含め、ギャンブル等依存症

対策に関する国の取組を抜本的に強化するため、ギャンブル等依存症に総合的に対

処するための仕組・体制を設けるとともに、関係省庁が十分連携して包括的な取組

を構築し、強化すること。また、このために十分な予算を確保すること。」 

 

こうした点を踏まえ、政府は、関係行政機関の緊密な連携の下、政府一体となっ

て包括的な対策を推進するため、平成28年末に「ギャンブル等依存症対策推進関係

閣僚会議」を立ち上げた。同会議は、ギャンブル等依存症対策の抜本的強化を目指

して検討を進め、本年３月には「ギャンブル等依存症対策の強化に関する論点整理」

を取りまとめ、ギャンブル等依存症対策の現状と課題を明らかにした。 

その後、関係行政機関においては、同文書を踏まえ、各課題への対策の具体化を

進め、実施可能な施策から順次実行に移してきたところである。 

 

本文書は、「ギャンブル等依存症対策の強化に関する論点整理」において明らか

にした各課題への具体的な対策やその実施方法に関する検討を踏まえ、政府におけ

るギャンブル等依存症対策の強化について取りまとめたものである。 

まず、「第１ 競技施行者・事業者の取組」では、ギャンブル等依存症対策の強化

に当たっては、競技施行者・事業者による取組が不可欠であるとの観点から、競馬、

競輪、オートレース及びモーターボート競走の公営競技並びにぱちんこの各競技施

行者・事業者における取組を掲げている。各公営競技については、競技施行者等に



 

２ 

 

おける依存症への対応体制や、依存防止に有効と考えられる本人・家族申告による

アクセス制限、簡単にお金を賭けられるインターネット投票における対応等の強化

について取りまとめた。ぱちんこについては、相談体制等の更なる拡充や本人・家

族申告によるアクセス制限の仕組みの拡充・普及等のほか、風俗営業等の規制及び

業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号。以下「風営適正化法」とい

う。）による規制を受ける遊技であることを踏まえ、射幸性の抑制や営業所におけ

る依存症対策の義務付けについて取りまとめた。 

「第２ 医療・回復支援」では、ギャンブル等依存症患者が身近な地域で状態に応

じた適切な相談・治療を受けられるような体制の整備、医師や精神保健福祉士等の

人材育成について取りまとめた。加えて、ギャンブル等依存症に関する知識の普及

啓発や、依存症からの回復に重要な役割を担う民間団体（自助グループ等）への支

援の強化等についても挙げている。 

「第３ 学校教育、消費者行政等における対応」では、ギャンブル等依存症対策に

当たっては学校教育や消費者行政、金融機関の取組が重要であるとの観点から、学

校教育におけるギャンブル等依存症についての指導や普及啓発の強化、消費者教育

の充実や消費生活センター等の相談体制の強化、多重債務等における相談体制や関

係機関の連携の強化等について取りまとめた。 

 

今後、政府として、ギャンブル等依存症対策推進関係閣僚会議の下、本文書を踏

まえ、関係行政機関が十分に連携して、必要な取組を徹底的かつ包括的に講じてい

くこととする。 

また、取組を講じるに当たっては、定期的な実態調査に基づいてPDCAサイクルを

回すことで、不断に取組を強化していくことが大切である。 
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第１ 競技施行者・事業者の取組 

１ 競馬【農林水産省】 

（１）相談窓口の明示・相談体制の充実 

 

○ 相談窓口の明示・周知 

各競馬主催者においては、お客様相談窓口等にギャンブル等依存症の相

談があった場合は、最寄りの精神保健福祉センター、保健所、医療機関等

に関する情報提供等は実施していたものの、相談を受け付けていることの

明示や周知をしていなかった。 

     

このため、本年４月までに、全ての競馬主催者（日本中央競馬会及び全

ての地方競馬主催者）並びに地方競馬全国協会のウェブサイトに「勝馬投

票券の購入にのめり込んでしまう等の不安のある方へ」等を掲載するとと

もに、相談窓口の連絡先を明示する取組を行っており、本年４月以降につ

いても、以下の取組を実施している。 

① 相談窓口を掲載した注意喚起ポスターを競馬場及び場外馬券売場に

おいて掲示（４月から日本中央競馬会、７月から全ての地方競馬主催

者でそれぞれ実施） 

② 全てのインターネット投票サイトのログイン画面に相談窓口を掲載

（４月から日本中央競馬会、６月から地方競馬ネット投票サイトで実

施） 

③ 競馬場及び場外馬券売場等で配布するレーシングプログラム（番組

表）に相談窓口を掲載（４月から日本中央競馬会、地方競馬主催者は

５月から順次実施） 

     

今後は、ウェブサイトや広告等における表示方法について更に検討を加

え、より分かりやすく効果的な相談窓口の明示・周知を行っていくことと

している。 

 

 

○ 相談対応体制の整備 

各競馬主催者においては、ギャンブル等依存症に専門的に対応できる相

談窓口や相談を受ける際の具体的な対応マニュアルがなく、ギャンブル等

依存症に関する従業員教育も行われていないなど、ギャンブル等依存症へ

対応する体制が整備されていなかった。 
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このため、以下の取組を実施している。 

① 本年４月までに、全ての競馬主催者及び地方競馬全国協会において、

相談対応にとどまらず各種ギャンブル等依存症対策を着実に実施する

ための担当を設置 

② 本年６月、日本中央競馬会、地方競馬全国協会がそれぞれ主催し、

ギャンブル等依存症に関する専門的知識を有する精神科医を講師とし

て招き、各競馬主催者の従業員、インターネット投票サイトの運営担

当者等に対する研修を実施。当該研修の内容については、研修に参加

できなかった日本中央競馬会や地方競馬の各競馬場の従業員にも周知 

 

今後は、以下の取組を実施することとしている。 

① 本年中に、競馬主催者がギャンブル等依存症の相談を受ける際の具

体的な対応マニュアルを整備 

② 相談に対してより専門的な対応が可能となるよう、関係省庁と連携

し、公営競技のギャンブル等依存症に関する相談に一元的・専門的に

対応する体制の構築に向けて検討 

 

 

 

（２）未成年者に関するアクセス制限 

 

競馬法(昭和23年法律第158号)第28条において、未成年者は、勝馬投票券

（以下「馬券」という。）を購入し、又は譲り受けてはならないとされてい

る。 

 

○ 未成年者の馬券購入禁止等に係る注意喚起の徹底 

未成年者による馬券購入が禁止されている旨の注意喚起については、こ

れまでも、競馬場及び場外馬券売場において告知等を行ってきた。 

  

本年４月から、以下の取組を実施している。 

① 「馬券は20歳になってから、ほどよく楽しむ大人の遊び」等の注意

喚起標語を、各競馬主催者が作成する全てのレース開催告知ポスター、

テレビコマーシャル、新聞・雑誌広告等に掲載 

② 「勝馬投票券の購入は20歳になってから！」（日本中央競馬会

11,000枚）、７月からは「馬券は20歳になってから、ほどよく楽しむ

大人の遊び」（日本中央競馬会11,000枚、地方競馬主催者4,000枚）の

注意喚起標語ステッカーを各競馬場及び場外馬券売場の馬券発売機等

において掲示 
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③ これまで一部の競馬主催者による実施にとどまっていた「馬券の購

入は20歳になってから」という注意喚起標語の競馬場内のビジョンに

よる放映や、未成年者の馬券購入が禁止されている旨の場内放送につ

いては、本年８月から、全ての競馬主催者において実施 

また、インターネット投票サイトにおいては、会員登録時の年齢確認に

よる未成年者の登録防止の取組のほか、全てのインターネット投票サイト

に未成年者の馬券購入が禁止されている旨の注意喚起を表示する取組を引

き続き行っている。 

     

今後は、注意喚起の表示方法について更に検討を加え、より分かりやす

く効果的な明示・周知を行い、注意喚起を徹底していくこととしている。 

 

 

○ 競馬場及び場外馬券売場における警備の徹底 

これまで、未成年者と思われる者に対し、警備員等による声かけ及び年

齢確認を行い、未成年者による馬券の購入及び未成年者のみによる場外馬

券売場への入場を防止してきたが、現場における対応方法は各競馬主催者

に委ねられていた。 

  

このため、以下の取組を実施している。 

① 日本中央競馬会では、本年６月に「競馬場・ウインズにおける未成

年への対応要領」を、地方競馬全国協会では、８月に「地方競馬にお

ける未成年者による勝馬投票券購入等防止対策指針」をそれぞれ関係

する各競馬場及び場外馬券売場に配布し、警備員等に対する教育、指

導を徹底 

② 日本中央競馬会では、本年６月以降、競馬場における未成年対策要

員の増員を実施（10競馬場合計：612名→672名） 

     

今後は、各競馬主催者において、入場口及び馬券発売機付近への警備員

等の配置の強化、警備員の場内巡回数の増加等を行うことにより、未成年

者と思われる者に対する警備員等による声かけ及び年齢確認を徹底してい

くこととしている。 
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（３）本人・家族申告によるアクセス制限 

 

○ 競馬場及び場外馬券売場におけるアクセス制限 

ギャンブル等依存症の者が馬券購入を止めることを望む場合又はその家

族が馬券購入を止めさせることを望む場合に、競馬場や場外馬券売場への

入場制限等の対応をする措置が講じられていないことから、これに対応す

る本人申告又は家族申告によるアクセス制限措置を講じる必要がある。 

  

このため、以下の取組を実施している。 

① 中央競馬については、日本中央競馬会において、本人申告による競

馬場及び場外馬券売場への入場制限について、本年７月にマニュアル

を策定し実施 

② 地方競馬においては、本年３月に地方競馬全国協会から各競馬主催

者に対し、本人申告によるアクセス制限に対応するためのガイドライ

ンを示し、本人申告による競馬場及び場外馬券売場への入場制限を本

年４月から順次実施 

     

今後は、各競馬主催者において、実態に即した、より具体的なマニュア

ルを本年中に策定することとしている。また、こうした運用を踏まえつつ、

家族申告によるアクセス制限の仕組みを構築する。 

 

 

○ インターネット投票サイトにおけるアクセス制限 

現在、インターネット投票サイトにおいては、本人申告による解約や利

用停止が可能であるが、仮に本人から利用を再開したい旨の申請があって

も一定期間は受け付けないといった形でのアクセス制限や、家族申告によ

るアクセス制限の仕組みは講じられていない。 

  

このため、日本中央競馬会、地方競馬主催者及び地方競馬主催者の委託

を受けて馬券発売を行っているインターネット投票サイトの運営会社（以

下「ネット馬券発売者」という。）において、本人申告による解約又は利

用停止の措置が行われた場合、その後の本人からの利用再開の申請を一定

期間は受け付けず、当該措置を継続する方策について検討している。 

  

今後は、引き続き検討を進め、日本中央競馬会においては本年10月を、

その他のネット馬券発売者においては本年中を目途に実施することとして

いる。また、こうした運用を踏まえつつ、家族申告によるアクセス制限の

仕組みを構築する。 
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（４）インターネット投票の在り方 

 

○ 購入限度額設定を可能とするシステムの整備 

現在、インターネット投票サイトにおいて、本人が購入限度額の設定を

望む場合に対応する措置が講じられていない。 

  

このため、ネット馬券発売者において、次期システム改修に併せ、遅く

とも平成34年度までの導入に向け、当該措置を講じるため必要となるシス

テム仕様等について検討を行っている。 

 

 

○ 本人申告・家族申告によるアクセス制限の仕組みの導入（前掲） 

（P.６（○ インターネット投票サイトにおけるアクセス制限）参照） 

 

 

○ ギャンブル等依存症の注意喚起表示・相談窓口の案内 

従来、インターネット投票サイトにおいて、ギャンブル等依存症の注意

喚起表示、相談窓口の案内等がなされていなかった。 

  

このため、本年４月から日本中央競馬会、６月からその他のネット馬券

販売者において、それぞれのインターネット投票サイトのログイン画面に

「馬券は20歳になってから、ほどよく楽しむ大人の遊び」等の注意喚起を

表示するとともに、相談窓口を掲載している。 

     

今後は、注意喚起や相談窓口の表示方法について更に検討を加え、注意

喚起の徹底及びより分かりやすく効果的な相談窓口の明示・周知を行って

いくこととしている。 

 

 

 

（５）広告の在り方 

 

○ ギャンブル等依存症の注意喚起にも資する形での広告の実施 

競馬の広告については、従前から、メディア側の基準（「一般社団法人

日本民間放送連盟放送基準」等）に従い、馬券購入を想起させる表現、高

額的中がある旨の表現、ゴール映像等を用いないなど射幸心をあおる内容

にならないよう実施されているものの、ギャンブル等依存症の注意喚起に

も資する形では実施されていない。 
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このため、本年４月から、各競馬主催者において、全てのレース開催告

知ポスターやテレビコマーシャル、新聞・雑誌広告等に、「馬券は20歳に

なってから ほどよく楽しむ大人の遊び」等の表示を順次実施し、広く一

般に注意喚起を行っている（再掲）。 

  

今後は、注意喚起の表示方法について更に検討を加え、より分かりやす

く効果的な明示・周知を行い、注意喚起を徹底していくこととしている。 

 

 

○ 著名な特定の競走における広告の抑制 

著名な特定の競走（日本ダービー及び有馬記念）については、その認知

度を上げるため、短期間に集中的に広告を行っており、これらの競走に関

する屋外広告等の手法が過大ではないかとの指摘があることから、射幸心

をあおることのない広告内容とすることはもとより、必要に応じ、現在よ

り抑制的な手法により広告を行う必要がある。 

  

このため、日本中央競馬会では、本年５月に開催された日本ダービーの

屋外広告費をラッピング電車の中止等により平成28年比で約25％削減し、

抑制的に実施した。 

  

今後は、本年12月の有馬記念においても抑制的に屋外広告を行うなど、

適切な内容・手法により広告を行っていくこととしている。 

 

 

○ 競馬場等におけるギャンブル等依存症の啓発等 

これまで、馬券売場等の競馬ファンがよく目にする場所において、ギャ

ンブル等依存症に対する注意喚起及び相談窓口の掲示を行っていなかった。 

  

このため、日本中央競馬会においては本年４月から、地方競馬において

は５月から、それぞれ以下の取組を順次実施している。 

① 相談窓口を掲載した注意喚起ポスターを競馬場及び場外馬券売場に

おいて掲示（再掲） 

② 「馬券は20歳になってから、ほどよく楽しむ大人の遊び」等の注意

喚起表示と併せて、インターネット投票サイトのログイン画面や、競

馬場及び場外馬券売場等において配布するレーシングプログラム（番

組表）に相談窓口を掲載 
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今後は、以下の取組を行うなど、積極的な普及啓発を実施していくこと

としている 

① 公営競技施行者団体共同で公営競技共通の注意喚起・啓発ポスター

を作成し、順次、各競馬場及び場外馬券売場において掲示 

② 関係省庁において作成するギャンブル等依存症の概要が分かるポス

ターやリーフレット等を競馬場及び場外馬券売場において配布すると

ともに、インターネット投票サイト等において掲示 

 

 

 

（６）資金調達制限 

   

一部の競馬場（中央競馬10カ所中５カ所、地方競馬15カ所中２カ所）及び

場外馬券売場（中央競馬42カ所中２カ所、地方競馬82カ所中２カ所）には、

競馬ファンの利便性向上を図る観点から、ATMが設置されているが、当該ATM

では、クレジットカードによるキャッシングサービス（以下「キャッシング」

という。）が利用可能であり、これにより調達した資金での馬券の購入が可

能となっている。 

  

このため、本年度末を目途に競馬場及び場外馬券売場に設置されている全

てのATMのキャッシング機能を廃止する又はATMの撤去を行うこととし、引き

続き、各競馬主催者においてATMを設置している金融機関と協議を進める。 
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２ 競輪・オートレース【経済産業省】 

（１）相談窓口の明示・相談体制の充実 

 

○ 相談窓口の明示・周知 

公益財団法人JKA（競輪・オートレースの振興法人）においては、お客様

相談窓口において電話やメールでお客様からの相談に対応しており、ギャ

ンブル等依存症の相談があった場合は、最寄りの精神保健福祉センター、

保健所、医療機関等に関する情報提供等は実施していたものの、相談を受

け付けていることの明示や周知をしていなかった。 

  

このため、以下の取組を実施している。 

① 本年４月、競輪・オートレースのオフィシャルウェブサイト（２サ

イト）にギャンブル等依存症に関する相談窓口を掲載 

② 本年７月、全ての競輪場（43カ所）・オートレース場（５カ所）及

び場外車券売場（71カ所）のウェブサイトにギャンブル等依存症に関

する相談窓口を掲載 

③ 本年７月、全ての競輪場及び場外車券売場において、ギャンブル等

依存症に関する相談窓口を記載したチラシを掲示。オートレース場に

おいても本年８月に同様の対応を実施 

④ 本年７月、全ての民間インターネット投票サイト（４サイト）にギ

ャンブル等依存症に関する相談窓口を掲載 

    

今後は、ウェブサイトや広告等における表示方法について更に検討を加

え、より分かりやすく効果的な相談窓口の明示・周知を行っていくことと

している。 

 

 

○ 相談対応体制の整備 

各業界団体（公益財団法人JKA、全国競輪施行者協議会（競輪の施行自治

体全国団体）及び全国小型自動車競走施行者協議会（オートレースの施行

自治体全国団体））においては、ギャンブル等依存症に専門的に対応でき

る相談窓口や相談を受ける際の具体的な対応マニュアルがなく、ギャンブ

ル等依存症に関する従業員教育も行われていないなど、ギャンブル等依存

症へ対応する体制が整備されていなかった。 
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このため、以下の取組を実施している。 

① 本年４月、各業界団体において、ギャンブル等依存症に関する担当

者を選任 

② 本年５月、全ての競輪場・オートレース場において、ギャンブル等

依存症対策に関する担当者を選任 

③ 本年８月、全国競輪施行者協議会及び全国小型自動車競走施行者協

議会において、ギャンブル等依存症に係る問合せ等に対応するマニュ

アルを策定 

④ 本年８月、全国競輪施行者協議会及び全国小型自動車競走施行者協

議会の主催により、ギャンブル等依存症に関する専門的知識を有する

精神科医を講師として招き、各競輪場・オートレース場におけるギャ

ンブル等依存症対策に関する担当者に対する研修を実施。当該研修の

内容については、同担当者から各競輪場・オートレース場の従業員、

場外車券売場の設置者及びインターネット投票サイト運営者の職員に

も周知予定 

    

今後は、引き続き、ギャンブル等依存症に対して不安を感じる方やその

家族がいつでも相談できるよう、相談対応体制を整えるための取組を進め

ていく。 

なお、相談に対してより専門的な対応が可能となるよう、関係省庁と連

携し、公営競技のギャンブル等依存症に関する相談に一元的・専門的に対

応する体制の構築に向けて、検討を行っていく。 

 

 

 

（２）未成年者に関するアクセス制限 

 

自転車競技法(昭和23年法律第209号)第９条及び小型自動車競走法(昭和25

年法律第208号)第13条において、未成年者は、車券及び勝車投票券（以下

「車券」という。）を購入し、又は譲り受けてはならないとされている。 

 

○ 未成年者の車券購入禁止等に係る注意喚起の徹底 

未成年者による車券購入が禁止されている旨の注意喚起については、こ

れまでも、競輪場・オートレース場及び場外車券売場において告知等を行

ってきた。 
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これを徹底するため、以下の取組を実施している。 

① 本年３月、未成年者のアクセス制限に関する注意喚起標語を決定 

  競輪：車券の購入は20歳になってから。競輪は適度に楽しみまし

ょう。 

  オートレース：車券の購入は20歳になってから。オートレースは

適度に楽しみましょう。 

② 本年４月、競輪・オートレースのオフィシャルウェブサイト（２サ

イト）に注意喚起標語を掲載 

③ 本年４月から順次、各競輪場・オートレース場の施行者が作成する

全てのレースの開催告知ポスター、公益財団法人JKAが作成するテレビ

コマーシャル、新聞・雑誌広告等に注意喚起標語を掲載 

④ 本年６月、全ての競輪場（43カ所）・オートレース場（５カ所）及

び場外車券売場（71カ所）において、注意喚起標語を掲載したチラシ

又はステッカーを掲示 

⑤ インターネット投票サイトにおいては、会員登録時に年齢を確認し、

未成年者の登録を防止しているが、本年７月、全ての民間インターネ

ット投票サイト（４サイト）に注意喚起標語を掲載 

⑥ 本年７月以降、競輪・オートレースの出走表（番組表）に注意喚起

標語を掲載 

    

今後は、注意喚起の表示方法について更に検討を加え、より分かりやす

く効果的な明示・周知を行い、注意喚起を徹底していくこととしている。 

 

 

○ 競輪場・オートレース場及び場外車券売場における警備の徹底 

未成年者の車券購入防止のため、これまでも、車券を購入しようとする

未成年者と思われる者に対して警備員による声かけ及び年齢確認を行って

きた。 

     

更なる警備の強化のため、本年６月、全国競輪施行者協議会及び全国小

型自動車競走施行者協議会から施行者に対し、車券購入をしようとする行

為が見られない場合においても、未成年者と思われる者に対して積極的に

注意喚起の声かけ及び年齢確認を実施する旨を通知した。 

     

今後は、引き続き、警備員等による声かけ及び年齢確認を行い、未成年

者の車券購入防止策を徹底していくこととしている。 
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（３）本人・家族申告によるアクセス制限 

 

○ 競輪場・オートレース場及び場外車券売場におけるアクセス制限 

ギャンブル等依存症の者が車券購入を止めることを望む場合又はその家

族が車券購入を止めさせることを望む場合に、競輪場・オートレース場及

び場外車券売場への入場制限等の対応をする措置が講じられていないこと

から、これに対応する本人申告又は家族申告によるアクセス制限措置を講

じる必要がある。 

  

このため、本年８月に全国競輪施行者協議会及び全国小型自動車競走施

行者協議会から各競輪場・オートレース場の施行者に対し、本人申告によ

るアクセス制限に対応するためのガイドラインを示した。 

  

今後は、本人申告による競輪場・オートレース場及び場外車券売場への

入場制限を本年９月から実施することとしている。また、こうした運用を

踏まえつつ、家族申告によるアクセス制限の仕組みを構築する。 

 

 

○ インターネット投票サイトにおけるアクセス制限 

現在、インターネット投票サイト（オフィシャル２サイト・民間４サイ

ト）においては、本人申告による解約や利用停止が可能であるが、仮に本

人から利用を再開したい旨の申請があっても一定期間は受け付けないとい

った形でのアクセス制限や、家族申告によるアクセス制限の仕組みは講じ

られていない。 

  

このため、全国競輪施行者協議会及び全国小型自動車競走施行者協議会

において、本人申告による解約又は利用停止の措置が行われた場合、その

後の本人からの利用再開の申請を一定期間は受け付けず、当該措置を継続

する方策について実施する方向で検討している。また、こうした運用を踏

まえつつ、家族申告によるアクセス制限の仕組みを構築する。 
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（４）インターネット投票の在り方 

 

○ 購入限度額設定を可能とするシステムの整備 

     現在、インターネット投票サイトにおいて、本人が購入限度額の設定を

望む場合に対応する措置が講じられていない。 

     

このため、インターネット投票サイトにおいて、次期システム改修に併

せ、遅くとも平成34年度までの導入に向け、当該措置を講じるため必要と

なるシステム仕様等について検討を行っている。 

 

 

○ 本人申告・家族申告によるアクセス制限の仕組みの導入（前掲） 

（P.13（○ インターネット投票サイトにおけるアクセス制限）参照） 

 

 

○ ギャンブル等依存症の注意喚起表示・相談窓口の案内 

従来、インターネット投票サイトにおいて、ギャンブル等依存症の注意

喚起表示、相談窓口の案内等がなされていなかった。 

  

このため、本年４月から、以下の取組を実施している（再掲）。 

① 本年４月、競輪・オートレースのオフィシャルウェブサイト（２サ

イト）に注意喚起標語及び相談窓口を掲載 

② 本年７月、全ての民間インターネット投票サイト（４サイト）に注

意喚起標語及び相談窓口を掲載 

  

今後は、注意喚起や相談窓口の表示方法について更に検討を加え、注意

喚起の徹底及びより分かりやすく効果的な相談窓口の明示・周知を行って

いくこととしている。 

 

 

 

（５）広告の在り方 

 

○ ギャンブル等依存症の注意喚起にも資する形での広告の実施 

競輪・オートレースの広告については、従前から、メディア側の基準

（「一般社団法人日本民間放送連盟放送基準」等）に従い、車券購入を想

起させる表現、高額的中がある旨の表現、ゴール映像等を用いないなど射

幸心をあおる内容にならないよう実施されているものの、ギャンブル等依

存症の注意喚起にも資する形では実施されていない。 
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このため、以下の取組を実施している（再掲）。 

① 本年３月、未成年者のアクセス制限に関する注意喚起標語を決定 

  競輪：車券の購入は20歳になってから。競輪は適度に楽しみまし

ょう。 

  オートレース：車券の購入は20歳になってから。オートレースは

適度に楽しみましょう。 

② 本年４月から順次、各競輪場・オートレース場の施行者が作成する

全てのレースの開催告知ポスター、公益財団法人JKAが作成するテレビ

コマーシャル、新聞・雑誌広告等に注意喚起標語を掲載 

  

今後は、注意喚起の表示方法について更に検討を加え、より分かりやす

く効果的な明示・周知を行い、注意喚起を徹底していくこととしている。 

 

 

○ 競輪場、オートレース場等におけるギャンブル等依存症の啓発等 

      これまで、車券売場等の競輪・オートレースファンがよく目にする場所

において、ギャンブル等依存症に対する注意喚起及び相談窓口の掲示を行

っていなかった。 

      

このため、以下の取組を実施している（再掲）。 

① 本年４月、競輪・オートレースのオフィシャルウェブサイト（２サ

イト）に注意喚起標語及び相談窓口を掲載 

② 本年６月、全ての競輪場（43カ所）・オートレース場（５カ所）及

び場外車券売場（71カ所）において、注意喚起標語及び相談窓口を掲

載したチラシ又は注意喚起標語を記載したステッカーを掲示 

③ 本年７月、全ての民間インターネット投票サイト（４サイト）に注

意喚起標語及び相談窓口を掲載 

④ 本年７月以降、競輪・オートレースの出走表（番組表）に注意喚起

標語を掲載 

     

今後は、公営競技施行者団体共同で公営競技共通の注意喚起・啓発ポス

ターを作成し、順次、各競輪場・オートレース場及び場外車券売場におい

て掲示するなど、引き続き、競輪・オートレースファンに対し、ギャンブ

ル等依存症に対する注意喚起の徹底及び相談窓口の明示・周知を行ってい

く。 
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（６）資金調達制限 

    

一部の競輪場（43カ所中３カ所）及び場外車券売場（71カ所中８カ所）に

は、競輪・オートレースファンの利便性向上を図る観点から、ATMが設置され

ていたが、本年８月に競輪場２カ所においてATMを撤去した。残りのATMでは、

キャッシングが利用可能であり、これにより調達した資金での車券の購入が

可能となっている。 

   

このため、本年度末を目途に競輪場及び場外車券売場に設置されている全

てのATMのキャッシング機能を廃止する又はATMの撤去を行うこととし、引き

続き、各施行者等においてATMを設置している金融機関と協議を進める。 
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３ モーターボート競走【国土交通省】 

（１）相談窓口の明示・相談体制の充実 

 

○ 相談窓口の明示・周知 

   各施行者においては、お客様相談窓口等の対外窓口にギャンブル等依存

症の相談があった場合、最寄りの精神保健福祉センター、保健所、医療機

関等に関する情報提供等は実施していたものの、相談を受け付けているこ

との明示や周知をしていなかった。 

   

このため、一般社団法人全国モーターボート競走施行者協議会（以下

「全施協」という。）は、本年６月にインターネット投票サイトに相談窓

口の案内を掲載し、施行者は、８月に各競走場及び場外舟券売場のウェブ

サイトに相談窓口の連絡先を掲載した。 

  

今後は、ウェブサイトや広告等における表示方法について更に検討を加

え、より分かりやすく効果的な相談窓口の明示・周知を行っていくことと

している。 

 

 

○ 相談対応体制の整備 

従来、各施行者においては、ギャンブル等依存症の相談を受ける際の具

体的な対応マニュアルがなく、ギャンブル等依存症に関する従業員教育も

行われていないなど、ギャンブル等依存症へ対応する体制が整備されてい

なかった。 

  

このため、本年７月、全施協は、相談を受ける際の依存症相談窓口運用

ガイドラインを策定して施行者に周知し、施行者は、全ての競走場及び場

外舟券売場において、ギャンブル等依存症の相談に対応する担当者を配置

した。 

  

同ガイドラインについては、本年９月に、一般財団法人ギャンブル依存

症予防回復支援センター（後掲）（以下「支援センター」という。）が、

医師や弁護士等の専門家の意見を聴取し、改定する予定である。その際、

具体的な相談対応マニュアルのひな形についても、専門家の意見を踏まえ

つつ作成し、同ガイドラインに組み込む予定である。また、施行者は、同

ガイドラインによる運用や同マニュアルのひな形をもとに、本年中に各競

走場及び場外舟券売場の実態に即した場ごとの相談対応マニュアルを整備

する予定である。 
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さらに、人材育成の観点からギャンブル等依存症に関する知識の向上や

理解を深めることを目的に、全施協は、本年９月、各競走場及び場外舟券

売場の責任者や担当者向け研修を実施することとしている。当該研修では、

ギャンブル等依存症に関する専門的知識を有する者を講師として招き、ギ

ャンブル等依存症の実態やギャンブル等依存症と疑われる者への対応方法

等の講習を検討している。また、当該研修の内容（教材及び研修の映像資

料）については、各競走場及び場外舟券売場の従業員等の研修に参加しな

い者にも周知し、ギャンブル等依存症への理解の向上及びギャンブル等依

存症へ対応する体制の強化を図る。 

 

 

○ 一般財団法人ギャンブル依存症予防回復支援センターの設立 

上記取組に加え、ギャンブル等依存症に対して不安を感じる方やその家

族がいつでも相談できるよう、相談体制及び社会課題として実情に応じた

対策を講じていく体制を整備するため、ギャンブル等依存症についての専

門的な相談対応、予防回復支援等を行うことを目的として、全施協、一般

財団法人日本モーターボート競走会、公益財団法人日本財団、公益社団法

人日本モーターボート選手会及び一般財団法人BOATRACE振興会（以下「モ

ーターボート競走関係団体」という。）は、本年６月に支援センターを設

立したところであり、本年10月に24時間無料相談コールセンターを開設す

るための準備を進めている。 

  

今後は、支援センターにおいて各施行者の相談窓口での相談内容を集約

し、無料相談コールセンターでの相談内容と併せて、ギャンブル等依存症

に関する情報を一元化することで、ギャンブル等依存症の実態把握を進め

ていく予定である。 

 

 

○ 予防対策セミナーの開催 

ギャンブル等のリスクについて特化した教育は現在行われておらず、モ

ーターボート競走関係者においても、学校教育や金銭管理に係る相談とい

った社会的予防対策への対応は行っていない。 

 

このため、モーターボート競走関係団体は、本年中に、ギャンブル等依

存症の予防対策に関する学生や成人を対象としたセミナーを開催する予定

である。 
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（２）未成年者に関するアクセス制限 

 

モーターボート競走法（昭和26年法律第242号）第12条において、未成年者

は、勝舟投票券（以下「舟券」という。）を購入し、又は譲り受けてはなら

ないとされている。なお、競走場への未成年者の入場については、原則、未

成年者のみでの入場を制限している。 

 

○ 未成年者の舟券購入禁止等に係る注意喚起の徹底 

未成年者による舟券購入が禁止されている旨の注意喚起については、こ

れまでも、競走場及び場外舟券売場において告知等を行ってきた。 

     

未成年者による舟券購入防止策を引き続き徹底するため、本年３月、未

成年者による舟券購入禁止のための標語（「舟券の購入は20歳以上の方に

楽しんでいただけます。」）を決定した。施行者は、本年３月、未成年者

による舟券購入禁止の注意喚起のためのポスター（標語「舟券の購入は20

歳以上の方に楽しんでいただけます。」を掲載）を作成し、全ての競走場

（24カ所）及び場外舟券売場（73カ所）において掲示した。 

また、施行者は、本年８月から、全ての競走場（24カ所）及び場外舟券

売場（73カ所）の出走表に、未成年者による舟券購入が禁止されている旨

の注意喚起を表示するとともに、場内映像のテロップ及び場内放送におい

ても同様の注意喚起を実施している。 

なお、インターネット投票サイトにおいては、会員登録時の年齢確認に

よって入会希望者が未成年者でないことを確認しているほか、インターネ

ット投票サイトに未成年者の舟券購入が禁止されている旨の注意喚起を表

示する取組を引き続き行っているところである。 

  

今後は、注意喚起の表示方法について更に検討を加え、より分かりやす

く効果的な明示・周知を行い、注意喚起を徹底していくこととしている。 

 

 

○ 競走場及び場外舟券売場における警備の徹底 

   これまで、未成年者による舟券の購入を防止するため、未成年者と思わ

れる者に対し、警備員等による声かけ及び年齢確認を行ってきたが、各競

走場及び場外舟券売場で定めている警備計画書等における未成年者の購入

防止に係る規定の記載については、各競走場及び場外舟券売場に委ねられ

ていた。 
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未成年者による舟券購入防止策を引き続き徹底するため、施行者は、９

月までに、警備計画書等において、未成年者による舟券の購入を防止する

ための確認を徹底する旨明記するとともに、警備員等に対する教育・指導

を行う。 

     

今後は、全施協が主催する警備担当者会議等においても警備員等に対す

る教育・指導を行い、更なる周知を図ることで、これまで以上に、競走場

及び場外舟券売場において警備を徹底していくこととしている。 

 

 

 

（３）本人・家族申告によるアクセス制限 

 

○ 競走場及び場外舟券売場におけるアクセス制限 

   本人や家族からの申告に基づく入場制限については、いずれも本人の同

意を得た上で行った実績はあるが、統一的な対応マニュアルがないことか

ら、相談への対応方法や入場制限の方法が統一されておらず不十分であっ

た。 

   

このため、全施協は、各競走場及び場外舟券売場において、本人から申

告があった際に入場制限を実施するための入場規制対応ガイドラインを本

年７月に策定し、施行者に周知した。施行者は、当面、本人から申告のあ

った際には同ガイドラインに基づいて対応を行うこととしている。 

  

同ガイドラインについては、本年９月に、支援センターが、医師や弁護

士等の専門家の意見を聴取し、改定する予定である。その際、具体的なア

クセス制限対応マニュアルのひな形についても、専門家の意見を踏まえつ

つ作成し、同ガイドラインに組み込む予定である。また、施行者は、同ガ

イドラインによる運用や同マニュアルのひな形をもとに、本年中に各競走

場及び場外舟券売場の実態に即した場ごとのアクセス制限対応マニュアル

を策定する予定である。こうした運用を踏まえつつ、家族申告によるアク

セス制限の仕組みを構築する。 
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○ インターネット投票サイトにおけるアクセス制限 

インターネット投票サイトにおいては、本人申告による会員資格の喪失

が可能であるが、家族申告による利用停止等の仕組みは整備されていなか

った。 

     

このため、施行者において、本人申告による解約又は利用停止の措置が

行われた場合、その後の本人からの利用再開の申請を一定期間は受け付け

ず、当該措置を継続する方策について検討しており、本年10月を目途に実

施することとしている。 

     

今後は、本人申告によるアクセス制限の運用を踏まえつつ、家族申告に

よるアクセス制限の仕組みを構築する。 

 

 

 

（４）インターネット投票の在り方 

 

○ 購入限度額設定を可能とするシステムの整備 

現在、インターネット投票サイトにおいて、本人が購入限度額の設定を

望む場合に対応する措置が講じられていない。 

  

このため、施行者において、本人申告により購入限度額の設定を可能と

するシステムの開発及び改修を行うべく、次期システム改修に併せ、遅く

とも平成34年度までの導入に向け、当該措置を講じるため必要となるシス

テム仕様等について検討している。 

 

 

○ 本人申告・家族申告によるアクセス制限の仕組みの導入 （前掲） 

（P.21（○ インターネット投票サイトにおけるアクセス制限）参照） 

 

 

○ ギャンブル等依存症の注意喚起表示・相談窓口の案内 

従来、インターネット投票サイトにおいて、ギャンブル等依存症の注意

喚起表示、相談窓口の案内等がなされていなかった。 
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このため、施行者は、本年３月にインターネット投票サイトにギャンブ

ル等依存症の注意喚起（標語「無理のない資金で、余裕を持ってお楽しみ

ください」を掲載）を表示した。 

また、本年６月にインターネット投票サイトに相談窓口の案内を掲載し

たほか、本年８月に各競走場及び場外舟券売場のウェブサイトに相談窓口

の連絡先を掲載した（再掲）。 

  

今後は、注意喚起や相談窓口の表示方法について更に検討を加え、注意

喚起の徹底及びより分かりやすく効果的な相談窓口の明示・周知を行って

いくこととしている。 

 

 

 

（５）広告の在り方 

 

○ ギャンブル等依存症の注意喚起にも資する形での広告の実施 

モーターボート競走の広告については、射幸心を煽る内容にならないよ

う実施されていたが、ギャンブル等依存症の注意喚起にも資する形では実

施されていなかった。 

  

   このため、以下の取組を実施している。 

① 本年３月、ギャンブル等依存症の注意喚起のための標語を決定 

  無理のない資金で、余裕を持ってお楽しみください。 

② 施行者は、本年３月、ギャンブル等依存症の注意喚起のためのポス

ター（標語「無理のない資金で、余裕を持ってお楽しみください」を

掲載）を作成し、全ての競走場（24カ所）及び場外舟券売場（73カ所）

において掲示（再掲） 

   

今後は、本年９月からテレビコマーシャルに、本年10月からは開催告知

ポスターにも順次注意喚起標語を掲載する予定である。また、注意喚起の

表示方法について更に検討を加え、より分かりやすく効果的な明示・周知

を行い、注意喚起を徹底していくこととしている。 

 

 

○ 競走場等におけるギャンブル等依存症の啓発等 

これまで、舟券売場等のモーターボート競走ファンがよく目にする場所

において、ギャンブル等依存症に対する注意喚起及び相談窓口の掲示を行

っていなかった。 
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このため、以下の取組を実施している（①～③は再掲）。 

① 本年３月、インターネット投票サイトにギャンブル等依存症の注意

喚起を表示 

② 本年６月、インターネット投票サイトに相談窓口の案内を掲載 

③ 本年８月、各競走場及び場外舟券売場のウェブサイトに相談窓口の

連絡先を掲載 

④ 本年８月から、全ての競走場（24カ所）及び場外舟券売場（73カ所）

の出走表に、ギャンブル等依存症の注意喚起を表示 

     

今後は、支援センターにおいて、本年10月までにギャンブル等依存症の

情報提供のためのリーフレットを作成の上、全ての競走場（24カ所）及び

場外舟券売場（73カ所）へ配布し、ギャンブル等依存症に関する知識の普

及啓発や相談窓口の案内等の情報提供を実施する予定である。また、公営

競技施行者団体共同で公営競技共通の注意喚起・啓発ポスターを作成し、

順次、各競走場及び場外舟券売場において掲示する。 

 

 

 

（６）資金調達制限 

    

一部の競走場（24カ所中19カ所）及び場外舟券売場（73カ所中11カ所）に

は、モーターボート競走ファンの利便性向上を図る観点から、ATMが設置され

ているが、当該ATMでは、キャッシングが利用可能であり、これにより調達し

た資金での舟券の購入が可能となっている。 

   

これらのATMにおけるキャッシング機能の利用件数が平均約40件（台・月）

であるとの施行者による調査結果を踏まえ、本年度末を目途に競走場及び場

外舟券売場に設置されている全てのATMのキャッシング機能を廃止する又は

ATMの撤去を行うこととし、引き続き、各施行者においてATMを設置している

金融機関と協議を進める。 
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４ ぱちんこ【警察庁】 

 

（１）リカバリーサポート・ネットワークの相談体制の強化及び機能拡充 

    

ぱちんこへの依存問題の相談機関であるリカバリーサポート・ネットワー

ク（以下「RSN」という。）は電話相談を受け付け、必要に応じて、相談者に

医療機関、精神保健福祉センター等を紹介している。現在、RSNではトレーニ

ングを受けた相談員が電話相談の対応を行っているが、体制は３～４名（常

勤２名、非常勤１～２名）であり、対応時間も平日午前10時から午後４時ま

でである。 

RSNへの相談件数は、平成25年から28年までの間、毎年約2,500～3,000件で

あったところ、ぱちんこ営業所において広報・周知の取組等を推進したこと

等により、本年３月以降は毎月約400件に上るなど相談件数が増加しており、

RSNの相談者に対して、今後よりきめ細かな対応を行うためには、相談体制を

更に充実させる必要がある。 

  

現在、ぱちんこ業界において、相談員の増員や相談時間の延長を行うなど、

よりきめ細かな対応を行うことが可能となる相談体制の早期構築を目指し、

検討が進められている。こうした相談体制が構築されるまでの対応として、

ぱちんこ営業所から出向等した従業員が指導・監督を受けつつ、相談業務の

補助等を行っているほか、RSNの対応時間以外でも一定の対応がとれるよう、

本年11月からRSN支援室（※）の対応時間を午後10時までに延長すること等と

している。 

   また、ぱちんこへの依存問題を抱える人の家族からの相談をより多く受け

られるよう、RSNにおいて相談を受け付けていることについての家族に対する

情報発信を強化するため、ぱちんこ営業所の広告に、「パチンコ・パチスロ

は適度に楽しむ遊びです。」や「のめり込みに注意しましょう。」という注

意喚起標語とともに、RSNの相談窓口を掲載することとし、その際、ぱちんこ

営業所が容易に広告にRSNの相談窓口を掲載することができるよう、必要なデ

ータを業界団体のウェブサイトに掲載している。 

さらに、７月下旬から、ぱちんこ営業所にRSNの相談窓口を掲載した持ち帰

り用リーフレットを置いて周知を図っている。 

   

   加えて、RSNの相談者等のぱちんこへの依存問題を抱える人に、ぱちんこへ

の依存問題に詳しい専門医等を紹介することにより、専門性の高い医療等を

より身近で受けられる環境を作る必要があるところから、その対応方法につ

いて、現在、検討を進めている。 

   



 

２５ 

 

   また、ぱちんこへの依存問題を抱える人は、経済的な問題を合わせて抱え

ていることが多いことから、こうした問題に対する相談体制についても整備

することが望ましいと考えられるため、その対応方法について、現在、検討

を進めている。 

 

（※）RSN支援室 

リカバリーサポート・ネットワーク支援室。全国遊技機商業協同組

合連合会がRSNの電話相談事業を支援するために設立。RSNへの電話の

うち、ぱちんこへの依存問題に関するもの以外（例えば、単なる問合

せ、ぱちんこ営業所や遊技機等への苦情等）については、同室で対応

を行っている。本年11月からRSNの相談対応時間以外の時間帯の対応を

開始し、相談者に対して必要な情報の提供等を行うこととしている。 

 

 

 

（２）18歳未満の者の営業所への立入禁止の徹底 

    

風営適正化法第22条第１項第５号において、18歳未満の者をぱちんこ営業

所に客として立ち入らせることは禁止されており、現在でも、ぱちんこ営業

所内の従業員の巡回、監視カメラの設置等を実施し、18歳未満の者と思われ

る者を把握した場合は年齢確認を行っている。 

   

   18歳未満の者のぱちんこ営業所への立入禁止を更に徹底するため、現在の

取組を引き続き実施するとともに、本年５月からぱちんこ営業所の賞品提供

場所に年齢確認シートを備え、賞品提供時に、18歳以上かどうか判別が難し

い客に対して指差し確認を求め、年齢確認を実施することとした。 

   

   今後は、こうした取組を確実に実施し、18歳未満の者のぱちんこ営業所へ

の立入禁止を徹底していく。 

 

 

 

（３）本人・家族申告によるアクセス制限の仕組みの拡充・普及 

    

ぱちんこ営業所の顧客会員システムを活用して、客が１日の遊技使用上限

金額を自ら申告し、設定値に達した場合、翌来店日にぱちんこ営業所の従業

員が当該客に警告する仕組みとして「自己申告プログラム」があるが、同プ

ログラムを導入している店舗は、本年３月10日時点で452店舗であった。 
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現在、ぱちんこ業界において同プログラムの普及に取り組んでおり、導入

店舗数は、本年８月10日現在、1,670店舗まで拡大している。 

  

さらに、ぱちんこ業界において、現在は遊技使用上限金額のみとなってい

る申告対象を遊技時間や遊技回数にも拡大することや、家族からの申告を受

け付けること等について検討を進めている。 

 

 

 

（４）出玉規制の基準等の見直し 

    

  遊技機の出玉（遊技客が獲得できる遊技球の数。以下同じ。）については、

風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行規則（昭和60年国家

公安委員会規則第１号。以下「施行規則」という。）第８条で規定する著し

く射幸心をそそるおそれのある遊技機の基準（以下「遊技機の基準」とい

う。）で規制されているが、ぱちんこへの依存の防止を図り、ぱちんこ営業

の更なる健全化を推進するため、遊技機の基準の見直し等により、遊技機の

射幸性を更に抑制する必要がある。 

   

そこで、ぱちんこへの依存問題に係る実態を踏まえ、客の過度な遊技を抑

制するため、出玉規制の強化等を内容とする施行規則及び遊技機の認定及び

型式の検定等に関する規則（昭和60年国家公安委員会規則第４号。以下「遊

技機規則」という。）の改正規則を制定し、平成30年２月１日から施行する。 

  

   出玉規制の強化等に係る改正事項は、以下のとおりである。 

   

○ 出玉規制の強化 

   ぱちんこ遊技機について、施行規則に規定する著しく射幸心をそそるお

それのある遊技機の基準として、平均的な遊技時間（４時間）における遊

技機の遊技球獲得性能に係る基準を新設し、４時間にわたり遊技球を連続

して発射させた場合において獲得できる遊技球の数が発射させた遊技球の

数の1.5倍を超えることがある性能を有する遊技機であること等を規定する

とともに、遊技機規則に規定する遊技球の獲得に係る遊技機の性能に関す

る技術上の規格として、遊技球の試射試験を４時間行った場合において、

獲得する遊技球数の総数が発射させた遊技球数の総数の1.5倍に満たないも

のであること等を追加する。 
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既存の１時間、10時間に係る基準及び技術上の規格についても、４時間

の規制と同程度の厳しさとなるよう見直しを行い、現行の３分の２程度の

水準とする。 

回胴式遊技機、アレンジボール遊技機及びじやん球遊技機についても、

ぱちんこ遊技機と同様に４時間（回胴式遊技機は、1,600回遊技）における

遊技球等獲得性能に係る基準の新設等を行う。 

 

 

○ 大当たり出玉規制の強化 

   いわゆる大当たりとは、役物連続作動装置の作動により、通常の遊技時

に比べて大量の遊技球等の獲得が可能となる状態をいうものであるが、ぱ

ちんこ遊技機について、役物連続作動装置の性能に係る基準を見直し、当

該装置の作動により獲得できる遊技球数の上限を現行の2,400個から1,500

個へと引き下げる。 

回胴式遊技機についても、役物連続作動装置の性能に係る基準を見直し、

当該装置の作動により獲得できる遊技メダル数の上限を480枚（遊技球数に

あっては、2,400個）から300枚（遊技球数にあっては、1,500個）へと引き

下げるなどする。 

 

 

 

（５）出玉情報等を容易に監視できる遊技機の開発・導入 

    

ぱちんこ遊技機等については、施行規則第８条において遊技機の基準が定

められており、風営適正化法第20条第１項は、これに該当する遊技機を設置

してぱちんこ店を営業することを禁止しているところ、これまで遊技機の出

玉情報等をぱちんこ営業所で容易に確認する手段がなかった。 

    

ぱちんこへの依存防止対策の観点から、遊技機の射幸性が過度に高まるこ

とを防止することを目的として、遊技機の出玉情報等が遊技機の基準に適合

しているか容易に確認できる遊技機等を開発・導入することを可能とするた

め、こうした遊技機に係る規格の追加を内容とする遊技機規則の改正規則を

制定し、平成30年２月１日から施行する。 

また、回胴式遊技機については、ぱちんこ業界の自主的な取組として、平

成28年10月から、ぱちんこ営業所において出玉情報等を確認するための装置

を遊技機に付加する取組が暫定運用されていたところ、本年10月から正式運

用となる。 
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（６）営業所の管理者の業務として依存症対策を義務付け 

    

ぱちんこ業界では、ぱちんこへの依存防止対策として様々な取組が行われ

ているものの、ぱちんこ営業所によって、依存防止対策への取組状況が様々

である。 

  

このため、全てのぱちんこ営業所において、適切なぱちんこへの依存防止

対策を組織的に行わせるため、施行規則に規定するぱちんこ営業所の管理者

の業務として、ぱちんこへの依存防止対策を追加することを内容とする施行

規則の改正規則を制定し、平成30年２月１日から施行する。 

 

 

 

（７）業界の取組について評価・提言を行う第三者機関の設置 

    

ぱちんこ業界では、RSNを設立し、ぱちんこへの依存等についての電話相談

を受け付け、必要に応じて医療機関、精神保健福祉センター等を紹介してい

るほか、各ぱちんこ営業所向けに「パチンコ店における依存（のめり込み）

問題対応ガイドライン」や同「運用マニュアル」を策定し、ぱちんこ営業所

に周知するなど、ぱちんこへの依存防止対策に取り組んでいる。 

  

こうした取組を更に進めるため、業界の取組を評価し、更なる取組を提言

する第三者機関のような仕組みがあることが望ましいと考えられるため、現

在、業界において、第三者機関の設置に向けた検討を進めている。 

 

 

 

（８）ぱちんこ営業所における更なる依存症対策 

    

ぱちんこ業界では、各ぱちんこ営業所向けに「パチンコ店における依存

（のめり込み）問題対応ガイドライン」や同「運用マニュアル」を策定し、

ぱちんこへの依存防止対策についての従業員への教育、相談窓口ポスターの

店内掲示、初心者への適度な遊技方法の案内等を推進するなど、ぱちんこへ

の依存防止対策に取り組んでいるが、依然としてぱちんこへの依存による

様々な弊害が生じている。 
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このため、本年４月、業界において、ぱちんこへの依存防止対策の専門員

として、ぱちんこ営業所に「安心パチンコ・パチスロアドバイザー」（以下

単に「アドバイザー」という。）を配置する取組を開始した。同取組は、ぱ

ちんこ営業者団体、遊技機製造業者団体、遊技機販売業者団体等からなるパ

チンコ・パチスロ産業21世紀会（以下「21世紀会」という。）が開催する講

習会を受講したぱちんこ営業所の従業員等に対して、21世紀会が修了証を発

行し、修了証の発行を受けた者が、アドバイザーとして、ぱちんこ営業所に

おいて、ぱちんこへの依存問題に関する相談等に対応するものである。これ

までに、東京、福岡、大阪、大宮、東京、名古屋の順に計６回の講習会が行

われており、3,501名が修了証の発行を受けている。 

  

同講習会への参加希望者が多く、全ての希望者が受講できない状況が続い

ていることから、講習会の開催回数を増やすため、現在、業界において講習

会用の映像資料（DVD）及びテキストの制作を行い、講習会を容易に開催でき

るよう取組を進めている。 
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第２ 医療・回復支援【厚生労働省】 

１ 実態把握・調査研究 

   

   平成 28年度から平成 30年度までの３か年の調査研究で、国立研究開発法人日

本医療研究開発機構（以下「AMED」という。）において、国内のギャンブル等

依存症についての疫学調査を行っており、また、当該研究開発課題における別

の分担研究班において、我が国で実践されているギャンブル等依存症に対する

各種治療法の有効性の検討と治療ガイドラインの作成を目標とする研究、海外

におけるギャンブル問題の実情とギャンブル等依存症への対策等について、研

究を行っているところである。 

   

また、本年３月にギャンブル等依存症の実態について予備調査の結果を公表

したが、更なるギャンブル等依存症対策を講じていく上で、より正確な実態を

把握するため、平成 29 年度よりギャンブル等依存症の実態に係る全国調査を実

施している。全国調査では、予備調査の結果を踏まえ、調査対象を全国に広げ、

１万人を対象としている。全国調査は、予備調査と同様、世界的に最も多く用

いられているギャンブル依存の簡易スクリーニングテストである SOGS を使用し、

調査員による面接調査にて実施している。その結果については、９月中を目途

に取りまとめられる予定である。 

加えて、今後の我が国におけるギャンブル等依存症対策を講じていく上で、

その時点における正確な実態を把握することが不可欠であり、継続的な全国調

査の実施方策について、検討を進める。 

 

 

 

２ 相談・治療体制の整備 

（１）精神保健福祉センター・依存症治療拠点機関【厚生労働省・総務省】 

    

都道府県・指定都市に設置されている精神保健福祉センターにおいて、依

存症に関する問合せや相談を受け付けているが、ギャンブル等依存症に対す

る専門的な相談員がいないなど、相談体制が不十分である。 

また、地域において依存症患者を診療できる体制の確立が必要不可欠であ

るため、平成26年度から平成28年度まで、モデル事業として５つの府県にお

いて依存症の治療拠点機関を指定し、地域の関係機関との連携体制の構築等

を通して、依存症患者を適切な相談・治療につなげる取組を行ってきたが、

これらの取組を更に広げることが重要である。 
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このため、本年度は、以下の取組を実施している。 

○ 相談体制の整備 

① 依存症対策総合支援事業（平成29年６月13日付け障発0613第２号厚

生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）において、都道府県及

び指定都市を実施主体として、 

・ 依存症相談拠点の設置 

・ 相談拠点と民間団体を含む関係機関との連携方法等について協議

する検討会の開催 

・ ギャンブル等依存症に関する相談窓口を明示し、依存症相談員を

配置して実施する相談支援及び相談支援の研修 

に係る経費を補助している。依存症相談拠点の設置状況については、

本年８月時点で都道府県・指定都市の67自治体のうち50自治体が本年

度から設置予定・検討中となっている。 

② 依存症対策全国拠点機関設置運営事業（平成29年６月13日付け障発

0613第１号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）において、

国立病院機構久里浜医療センターを全国拠点機関に指定し、地域でギ

ャンブル等依存症の相談支援に係る研修を実施する指導者を養成する

研修及び依存症相談支援員等を対象とした全国会議を開催する予定で

ある。 

 

 

○ 医療体制の整備 

① 「依存症専門医療機関及び依存症治療拠点機関の整備について」

（平成29年６月13日付け障発0613第４号厚生労働省社会・援護局障害

保健福祉部長通知）において、都道府県及び指定都市に対してギャン

ブル等依存症に関する専門医療機関及び依存症治療拠点機関の整備に

ついて依頼している。依存症専門医療機関の選定状況については、本

年度中の選定に関して本年８月時点で67自治体のうち44自治体が選定

予定・検討中となっている。 

② 依存症対策総合支援事業において、地域の医療提供体制を協議する

検討会の開催経費及び地域の医療従事者を対象とした研修経費を補助

している。 

③ 依存症対策全国拠点機関設置運営事業において、地域でギャンブル

等依存症の治療に係る研修を実施する指導者を養成する研修及び依存

症専門医療機関の医療従事者を対象とした全国会議を開催する予定で

ある。 
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○ 自助団体との連携 

依存症対策総合支援事業において、精神保健福祉センター等で実施す

る治療・回復支援事業及び家族支援事業の実施に当たって、自助団体等

と連携を図ることとしている。 

  

なお、依存症対策総合支援事業に要する経費については、適切に地方交付

税措置を講じている。 

    

今後は、引き続き、年度内に全都道府県・指定都市において、依存症相談

拠点並びに依存症専門医療機関及び依存症治療拠点機関が選定されるよう、

働きかけを継続するなどして、依存症患者が適切な相談・医療を受けられる

環境を整えていく。 

 

 

 

（２）障害福祉サービス等の適切な支援事業 

    

   ギャンブル等依存症患者が、相談支援や共同生活援助（グループホーム）

等の障害福祉サービス等を利用している場合があるものの、障害福祉サービ

ス等に従事している者は、ギャンブル等依存症に対する知識や技術支援が不

足している。 

   

このため、依存症対策全国拠点機関設置運営事業において、都道府県・指

定都市・市区町村の地域で生活支援に係る研修を実施する指導者（障害福祉

サービス等従事者を含む。）を養成する研修や、ポータルサイトの開設によ

り医療従事者・行政機関職員・一般国民等に対して必要な情報を提供する普

及啓発を実施する予定である。加えて、依存症対策総合支援事業において、

生活の支援を行う者（障害福祉サービス等従事者を含む。）に対して、ギャ

ンブル等依存症の特性を踏まえた支援の研修経費や依存症のリーフレットの

作成等の普及啓発に係る経費を補助している。 

  

   今後は、こうした取組を通じて、障害者福祉サービス等に従事する者のギ

ャンブル等依存症に関する知識や支援技術の向上を図っていく。 
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（３）専門的な医療の確立・普及及び適切な診療報酬の在り方の検討 

    

ギャンブル等依存症に対する専門的な医療の確立・普及の必要性が指摘さ

れているが、現状では、ギャンブル等依存症に対する専門的な医療は確立し

ていないため、専門的な医療の確立に向けた研究の推進とそれに対する診療

報酬での評価が課題となっている。 

  

このため、ギャンブル等依存症に対する専門的な医療の確立に向けて、

AMEDの研究において、標準的な治療プログラムの開発やエビデンスの構築を

進めている。さらに、依存症治療拠点機関において民間団体（自助グループ

等）との連携の有効性に係るエビデンスを収集する方策を検討している。 

  

今後は、こうした取組を通じて、ギャンブル等依存症に対する標準的な医

療の確立に向けた取組を進めていく。その後、治療の有効性・安全性に係る

エビデンスや医療現場における取組状況に応じ、ギャンブル等依存症に対す

る専門的な医療について、適切な診療報酬の在り方を検討する。 

 

 

 

３ 人材育成 

（１）医師 

（１－１）【文部科学省】 

    

医学教育においては、卒業時までに学生が身に付けておくべき必須の能力

の到達目標を提示した「医学教育モデル・コア・カリキュラム（平成22年度

改訂版）」において、喫煙と疾病との関係や、薬物依存、アルコール依存の

病態や症候等の説明ができることが明記されている。一方で、ギャンブル等

依存については明記されておらず、依存症に関する教育の中でギャンブル等

依存症に係る教育がなされている例があるものの、十分ではなかった。 

  

このため、本年３月末に改訂された「医学教育モデル・コア・カリキュラ

ム（平成28年度改訂版）」において、新たに「ギャンブル等への依存症の病

態と症候を説明できる」ことを学修目標として明記するとともに、改訂版の

モデル・コア・カリキュラムに基づく教育の平成30年４月からの開始に向け

て、ギャンブル等依存症の教育の充実について、全国医学部長病院長会議

（本年５月）、国立大学附属病院長会議（本年６月）等、医学部関係者が集

まる会議等において周知・要請を行っている。 
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今後、各医学部におけるギャンブル等依存症の教育の状況を把握するとと

もに、引き続き、医学部関係者が集まる会議等において周知・要請を行うな

ど、ギャンブル等依存症の教育の充実に向けた取組を推進する。 

 

 

 

（１－２）【厚生労働省】 

   

   平成16年度より医師臨床研修が必修化され、現在、医師臨床研修において、

精神保健・医療を経験するとされているとともに、選択必修として精神科を

含めている。その結果、「代表的な精神科疾患について、診断及び治療がで

きる」と答えた研修修了者は、平成14年の21.2％から、平成28年の68.2％と

増加している。一方、精神科に関する研修の中でギャンブル等依存症に係る

研修がなされている例があるものの、十分ではないため、ギャンブル等依存

症の研修を更に充実させていくことが重要である。 

具体的には、ギャンブル等依存症の治療体制の整備及び質の向上のために、

医師臨床研修の到達目標において、ギャンブル等依存症を含む依存症対策に

ついて明確化することが必要である。 

    

このため、平成30年３月までに、医道審議会医師臨床研修部会及び医師臨

床研修制度の到達目標・評価の在り方に関するワーキンググループにおいて、

臨床研修の到達目標にギャンブル等依存症を含む項目として「依存症」を位

置づけることを検討中である。 

  

今後は、こうした対応を踏まえ、平成32年度から、新たな臨床研修の到達

目標を踏まえた医師臨床研修を行う予定であり、医師臨床研修における研修

を充実していくことで、ギャンブル等依存症に対応できる医療従事者の養成

を進めていく。 

 

 

 

（２）保健師・看護師 

    

保健師及び看護師は、ギャンブル等依存症を含め様々な課題を持つ者に対

し、保健指導や療養上の世話、診療の補助を行っているものの、これまで、

各国家試験出題基準には、ギャンブル等依存症対策に関する項目は含まれて

いなかった。 
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   このため、各国家試験出題基準の見直しを行った。医道審議会保健師助産

師看護師分科会保健師助産師看護師国家試験出題基準改定部会で検討し、本

年３月に取りまとめを行った「保健師助産師看護師国家試験出題基準 平成30

年版」において、「依存症対策（アルコール依存、薬物依存、病的賭博）」

等の項目を新たに追加した。この出題基準は、平成30年実施の保健師及び看

護師国家試験から適用する予定である。 

 

 

 

（３）精神保健福祉士 

    

精神保健福祉士は、ギャンブル等依存症を含む精神障害者の保健及び福祉

に関する相談援助の専門職として、幅広い分野において、対象者が抱える課

題やニーズの違いに応じ、養成課程で修得したソーシャルワークの技法を用

いて、相談援助を中心に実践に取り組んでおり、ギャンブル等依存症も含め、

より一層多様化・複雑化する地域課題に対応できる精神保健福祉士の養成に

向けて、教育内容を充実させること等が求められている。 

    

   このため、精神保健福祉士の専門科目のカリキュラムにおいて教育内容の

例としてギャンブルに関する問題を記載しており、精神保健福祉士国家試験

の試験科目においては、出題基準の中にギャンブルに関する問題や依存症の

項目を盛り込んでいる。 

   

今後は、平成33年度までに、社会福祉士の養成カリキュラムの見直しを踏

まえて、精神保健福祉士の養成カリキュラムの見直しを行う予定であり、そ

の過程において、ギャンブル等依存症に関する知識をより修得できるカリキ

ュラムとすることを検討する。 

 

 

 

（４）社会福祉士 

    

   社会福祉士は、社会分野における相談援助の専門職として、幅広い分野に

おいて、対象者が抱える課題やニーズの違いに応じ、養成課程で修得したソ

ーシャルワークの技法を用いて、相談援助を中心に実践に取り組んでおり、

ギャンブル等依存症も含め、より一層多様化・複雑化する地域課題に対応で

きる社会福祉士の養成に向けて、教育内容を充実させること等が求められて

いる。 
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このため、平成33年度までに、社会福祉士の養成カリキュラムの見直しを

行うことを予定しており、その過程において、対象者が抱えるギャンブル等

依存症に関連した問題への支援を他職種連携により効果的に実施するという

観点から、ギャンブル等依存症に関する知識を修得できるカリキュラムとす

ることを検討する。 

 

 

 

（５）公認心理師 

    

   公認心理師は、保健医療、福祉、教育その他の分野において、心理学に関

する専門的知識及び技術をもって、心理に関する支援を要する者やその関係

者に対し、指導や援助を行う新たな国家資格制度である。ギャンブル等依存

症からの回復支援には、心理的な側面からのアプローチを可能とする専門職

を育成する必要がある。 

    

   このため、公認心理師の養成カリキュラムや国家試験の出題基準等につい

て、文部科学省と厚生労働省で公認心理師カリキュラム等検討会を開催し、

公認心理師となるために必要な科目や国家試験に関する検討を行い、本年５

月に報告書をとりまとめた。 

   

   今後は、平成30年から行われる公認心理師国家試験の出題基準等について、

ギャンブル等依存症を含む依存症への対応という観点から、検討していく。 

 

 

 

４ 普及啓発 

   

ギャンブル等依存症に関する知識の普及啓発が不十分であるため、誰もがギ

ャンブル等依存症になり得る可能性があること及びギャンブル等依存症は適切

な支援により回復が可能であることが国民に理解されていない。 

そのため、ギャンブル等による問題が生じても、それがギャンブル等依存症

により生じていることに本人や家族は気が付きにくく、回復が可能であること

を知らないことや、周囲の理解を得にくいこと等の理由により、適切な相談や

医療につながりにくいという問題がある。 

このような問題を解消するためには、国民にギャンブル等依存症の正しい知

識を普及啓発することが必要である。 
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  このため、平成28年度は、依存症の普及啓発事業において「依存症への理解

を深めるためのシンポジウム」の開催やリーフレットの配布等を行った。 

本年度は、以下の取組を実施する予定である。 

① 依存症の普及啓発事業において、平成28年度の取組に加えて、啓発資材

として広く依存症について理解を深めるためのDVDや啓発動画の作成を検討

しており、その企画・作成過程において、依存症当事者及び民間団体（自

助グループ等）の参画に向けた調整を進めていく。 

② 依存症対策全国拠点機関設置運営事業において、ポータルサイトの開設

により医療従事者・行政機関職員・一般国民等に対して必要な情報を提供

する普及啓発を実施する。 

③ 依存症対策総合支援事業において、依存症のリーフレットの作成等によ

る普及啓発を行う。 

   

今後は、引き続き、より効果が期待される広告の方法について検討を進め、

国民に依存症の正しい知識を普及していけるよう、取組を進めていく。 

 

 

 

５ 民間団体（自助グループ等）への支援 

   

ギャンブル等依存症の自助グループとしては、依存症患者本人の集まりであ

るギャンブラーズ・アノニマス（GA）があり、本年８月現在、全国177のミーテ

ィング会場で活動している。また、依存症患者の家族の集まりであるギャマノ

ンは、本年８月現在、全国145のミーティング会場で活動している。その他、ギ

ャンブル等依存症の回復に資する情報提供、勉強会、相談支援及び回復プログ

ラムの提供を行っている民間団体も存在する。このような民間団体（自助グル

ープ等）は、ギャンブル等依存症からの回復に重要な役割を担っているが、民

間団体への具体的な支援策は、依存症回復施設や自助グループを対象とした研

修のみに留まっている。 

   

そこで、本年度より、民間団体の活動を支援するため、都道府県・指定都

市・中核市への補助事業として障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律（平成17年法律第123号）第77条及び第78条に基づく地域生活支

援促進事業に民間団体支援事業を創設した。同事業を通して、民間団体の活動

に以下の支援を行う。 

    

 

 



 

３８ 

 

① ミーティング会場の提供等、ギャンブル等依存症を抱える者やその家族

が互いの悩みの共有や情報交換ができる交流活動の支援 

② 医療、保健、行政等の専門機関に関する情報提供等、ギャンブル等依存

症を抱える者やその家族の問題の解決に資する情報提供の実施 

③ ギャンブル等依存症の理解を促進する刊行物発行の費用援助等、ギャン

ブル等依存症に関する普及啓発活動の支援 

④ 自助団体に対する相談技術の援助、相談活動の会場提供等、ギャンブル

等依存症に関する問題の相談を受ける活動の支援 

 

今後は、引き続き、多くの自治体で事業が実施されるよう事業活用に向けた

各民間団体の活動状況等の実態把握、都道府県等の依存症対策担当者会議の場

を通じた働きかけを行うとともに、全国規模で活動する民間団体への支援の方

策について検討していく。 

 

 

 

 ６ その他 

（１）就労支援 

    

ハローワークにおいては、求職者がギャンブル等依存症であっても、本人

に自覚がなく医療機関等で診断・治療を受けていない場合があるため、ギャ

ンブル等依存症に関する周知・広報を行う必要がある。また、ギャンブル等

依存症の診断・治療を受けている者に対しては、本人の希望を踏まえた支援

の在り方について検討する必要がある。 

   

このため、ギャンブル等依存症患者に対して本人の希望を踏まえた就労支

援を行うことができるよう、本年６月、都道府県労働局の担当者を集めた全

国会議等において、本人の希望に応じた相談対応を徹底するよう指示及び周

知を行った。 

    

今後は、本年中に、ハローワークの障害者窓口担当者に対し、ギャンブル

等依存症の知識及び対応方法についての研修を行うとともに、ハローワーク

において、ギャンブル等依存症に関する周知・広報を行う予定である。 
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（２）児童虐待防止対策 

    

虐待による子どもの死亡事例等の検証において、ギャンブル等依存症の影

響等の実態把握を検討する必要があるが、従来、「社会保障審議会児童部会

児童虐待等要保護事例の検証に関する専門委員会」において、子どもの虐待

による死亡事例等の検証を行うに当たっては、養育者の心理的・精神的問題

等として、「アルコール依存」と「薬物依存」については、挙げられた事例

数を把握・分析しているが、ギャンブル等依存症については、養育者の心理

的・精神的問題等の「その他」の項目として、ギャンブル等依存症以外の問

題に係る事例と併せて検証を行ってきただけであった。 

  

今後は、児童虐待におけるギャンブル等依存症の影響等の実態把握を検討

する必要性があることから、当該委員会が平成30年度に取りまとめる「子ど

も虐待による死亡事例等の検証結果等について（第14次報告）」からは、

「アルコール依存」や「薬物依存」と同様に、「ギャンブル等依存症」を調

査項目として明確化し、検証を行っていく予定である。 

また、「アルコール依存」や「薬物依存」の問題を抱える保護者に対する

児童相談所や市町村の具体的な対応方法等については、「子ども虐待対応の

手引き」（平成25年８月23日付け厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長

通知）において示してきたところであるが、本手引きを改訂する際に、「ギ

ャンブル等依存症」に関する内容についても加筆する方向で検討を進めてい

る。 

 

 

 

（３）婦人保護対策 

    

売春防止法（昭和31年法律第118号）や配偶者からの暴力の防止及び被害者

の保護等に関する法律（平成13年法律第31号）等を根拠とする婦人保護事業

については、婦人相談所や市区等の婦人相談員、婦人保護施設が実施主体と

して、ギャンブル等依存症を含むDV被害等の様々な困難な問題を抱えた女性

を支援している。 

    

婦人保護事業の対象者への支援に当たっては、地域で最初に相談を受ける

全国の市区等の婦人相談員の業務内容を明確化した「婦人相談員相談・支援

指針」において、ギャンブル等依存症等に対する相談・支援の具体的なポイ

ントや留意点等を示しているが、全国の婦人相談所が実施する業務内容を明

確化した「婦人相談所ガイドライン」においては、一時保護した者等がギャ

ンブル等依存症を有する場合の業務について明示されていない。 
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   このため、今年度中に「婦人相談所ガイドライン」に一時保護した者等が

ギャンブル等依存症を有する場合の対応について盛り込むこととし、あわせ

て、「全国婦人相談員・心理判定員研究協議会」（本年10月開催）や「婦人

相談所等指導者研修」（本年12月開催）において、ギャンブル等依存症の知

識や対応等について周知を図ることとしている。 

 

 

 

（４）ひとり親家庭支援 

    

ひとり親家庭に対するギャンブル等依存症対策の支援については、「ひと

り親家庭支援の手引き」において、福祉事務所等に配置されている母子・父

子自立支援員等による具体的な相談・支援の方法等を示しており、ギャンブ

ル等依存症等の問題に対して専門的なサポートを提供しているNPO等があるこ

とについて記載しているが、ギャンブル等依存症に係る具体的な相談・支援

の方法等についての詳細な記載はない。 

  

   今後は、具体的な相談・支援の方法等について、「平成29年度全国母子父

子自立支援員研修会・養育費相談支援に関する全国研修会合同研修会」（本

年９月開催）の場を通じて、母子・父子自立支援員等に対する周知を図るほ

か、今年度中に精神保健福祉センター等の関係機関の機能・役割や連携等の

対応方法を「ひとり親家庭支援の手引き」に盛り込むこととしている。 

 

 

 

（５）生活保護受給者への支援 

    

ギャンブル等に過度に生活費をつぎ込み、本人の健康や自立した生活を損

なうような生活保護受給者に対しては、生活保護の適正実施という観点だけ

でなく、ギャンブル等依存症の相談・治療を行う機関へのつなぎという観点

からも、適切な助言や支援を行っていく必要がある。 

  

このため、本年８月に実施した厚生労働省主催の生活保護担当ケースワー

カー全国研修会において、ケースワーカーに対し、ギャンブル等依存症の基

礎知識の普及を図った。具体的には、依存症の概要や依存症者の特徴、依存

症が疑われる者への対応等について知識の向上を図るとともに、精神保健福

祉センター等の相談・治療を行う機関へつなぐケースワーカーの役割の重要

性について、認識を共有した。 
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また、現在、生活保護の実施機関による指導等の実施状況を調査しており、

今後は、調査結果等を踏まえながら、専門的な医療機関への受診勧奨等、生

活保護の実施機関において取り組むべき対応策について検討する。 
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第３ 学校教育、消費者行政等における対応 

１ 学校教育【文部科学省】 

   

学校教育においては、学習指導要領等にギャンブル等依存症についての記述

がなく、ギャンブル等依存症について直接的な指導がなされてこなかった。 

 

そこで、本年度末に公示予定の高等学校学習指導要領において、「保健体育」

の指導内容の一つとして、新たに精神疾患を取り上げるとともに、同要領公示

後に公表される高等学校学習指導要領解説保健体育編において、精神疾患の一

つとしてギャンブル等依存症を記載することとしている。 

また、こうした学習指導要領等も踏まえつつ、中・高・大学生向けの啓発資

料等の内容の検討を進め、子供の発達段階に応じた効果的な普及啓発を推進し

ていく。 

 

今後、子供が成長し大人になった際、ギャンブル等に依存せずに自律的かつ

健康的に生きていくために、学校教育における対応はもとより、依存症予防教

室を始めとする学校外の取組を引き続き推進するなど、様々な場面を通じて、

効果的な指導や普及啓発を行っていく。 

 

 

 

２ 消費者教育【消費者庁】 

 

○ 消費者向けの注意喚起、普及啓発用の資料の作成 

   消費者問題としての多重債務の要因の一つと考えられているギャンブル等

依存症について、これまで、当該疾病に関する内容に特化した消費者向けの

注意喚起、普及啓発等が十分に行われてきたとは言い難い。 

   

このため、多重債務者の増加抑制に資するよう、ギャンブル等依存症対策

として、今後、各地方公共団体に対して各地域における自主的な取組の推進

を依頼するほか、消費者向けの注意喚起、普及啓発用の資料を作成・公表す

る。 
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○ 消費者の生活管理・家計運営に必要な力の涵養を図る消費者教育の推進 

   消費者の家計運営等に関して「消費者教育の推進に関する基本的な方針」

（平成25年６月28日閣議決定）に基づき、消費者教育の対象領域のうち、

「生活の管理と契約に関する領域」として、「適切な情報収集と選択による、

将来を見通した意思決定に基づき、自らの生活の管理と健全な家計運営をす

ることができる力」の育成を図っている。 

   

   今後は、引き続き、消費者の生活管理・家計運営に必要な力の涵養を図る

観点から、ギャンブル等依存症に起因するものを含め、多重債務を防止する

ための取組事例を消費者教育ポータルサイトに掲載するなど、幅広く消費者

に向けた情報を発信することとしている。 

 

 

 

３ 多重債務等における相談体制の強化及び関係機関の連携強化【金融庁・消費者庁】 

 

多重債務問題に関する相談体制については、「多重債務問題改善プログラム」

（平成19年４月20日多重債務者対策本部決定）に基づき、関係省庁と連携の上、

国（財務局等）、地方自治体（都道府県及び市区町村）、法テラス、関係業界

等において、多重債務者相談窓口を設置している。 

 

○ 多重債務等における相談体制の強化及び関係機関の連携強化 

現在、ギャンブル等依存症に対応できる専門機関（相談拠点や専門医療機

関等）が十分に整備されておらず、消費生活センター等を含む多重債務者相

談窓口、金融サービス利用者相談室等（以下「多重債務者相談窓口等」とい

う。）を利用する相談者が、ギャンブル等依存症であると思われる場合に、

ギャンブル等依存症に対応できる専門機関へ案内するなどの連携が十分に行

えていない状況にある。 

 

このため、以下の取組を実施している。 

① 本年４月、財務局等、都道府県及び市区町村の多重債務者相談窓口に

対し、「ギャンブル等依存症対策の強化に関する論点整理」について情

報提供を行うとともに、対応への協力を依頼した。 

② 本年６月、「多重債務問題及び消費者向け金融等に関する懇談会第９

回」において、「ギャンブル等依存症対策の強化に関する論点整理」が

取りまとめられたこと並びに関係者と連携して多重債務等における相談

体制の強化及び関係機関の連携強化に取り組むことを報告した。 
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③ 本年度中に、厚生労働省が整備するギャンブル等依存症に関する相談

拠点と多重債務者相談窓口等との間における連絡先リストの作成・共有

等により、両者の連携体制を構築する。また、ギャンブル等依存症に対

応できる専門医療機関が整備され次第、厚生労働省と協力し、当該専門

医療機関と多重債務者相談窓口等との連携体制を構築する。 

④ 本年度から、「多重債務者相談強化キャンペーン」等の機会を活用し、

広く国民に対し、関係省庁が連携して作成した普及啓発資料を配布する

こと等により、各相談窓口の連携を含む相談体制の周知並びにギャンブ

ル等依存症及びその対策の認知度向上を図る。 

    

今後は、引き続き、ギャンブル等依存症患者が早期に必要な相談や治療を

受け、多重債務対策、消費者トラブル対策等にもつながるよう、ギャンブル

等依存症に対応できる専門機関と多重債務者相談窓口等との連携体制の構築

を図っていく。 

 

 

○ 相談員に対する専門的な研修の実施・対応マニュアルの整備 

多重債務者相談窓口等にはギャンブル等に関する相談も寄せられるが、現

状、相談員のギャンブル等依存症に関する理解・知識は必ずしも十分ではな

い。 

 

このため、以下の取組を実施している。 

① 本年度、ギャンブル等依存症であると思われる者に関わる相談案件に

的確に対応できるよう、独立行政法人国民生活センターにおいて、10月

６日及び11月14日に消費生活相談員等を対象とした研修を行うこととし

ているほか、消費者庁から同センターに対して、研修機会の追加を検討

するよう依頼している。 

② 本年度中に、「多重債務者相談強化キャンペーン」における関係者間

の連携状況等を踏まえ、厚生労働省と連携し、多重債務者相談窓口等に

おけるギャンブル等依存症に関する相談拠点との具体的な連携方法や相

談実施方法等を整理した対応マニュアルの策定を目指すこととし、その

ための作業を開始している。 

 

今後は、引き続き、的確に相談実務が行えるよう、相談員に対する専門的

な研修を実施するなどにより、ギャンブル等依存症に関する理解・知識の向

上を図っていく。 

 

 



 

４５ 

 

４ 消費生活センター等の相談体制の強化【消費者庁】 

 

○ 消費生活相談員の相談体制の強化 

 全国の地方公共団体が設置している消費生活センター等においては、多重

債務問題やギャンブル等に関連した消費者トラブルについて相談を受け付け

ているが、消費生活相談員のギャンブル等依存症に関する理解・知識は必ず

しも十分ではない。 

 

 このため、ギャンブル等依存症であると思われる者に関わる相談案件に的

確に対応できるよう、独立行政法人国民生活センターにおいて、本年10月６

日及び11月14日に消費生活相談員等を対象とした研修を行うこととしている

ほか、同センターに対して、研修機会の追加を検討するよう依頼している

（再掲）。 

 

 今後は、本年度中を目途に、当該研修に参加した者の意見等を踏まえ、厚

生労働省及び金融庁と連携し、多重債務者相談窓口等におけるギャンブル等

依存症に関する相談拠点との具体的な連携方法や相談実施方法等を整理した

対応マニュアルの策定を目指すこととしている。 

 

 

○ 消費生活センター等の相談窓口機能の維持・強化 

 地方消費者行政をめぐっては、ギャンブル等依存症への対応を始めとする

国の重要課題への対応の中で、消費生活センター等の相談窓口機能の維持・

強化への期待・必要性が高まっている。 

 

 今後は、消費者庁に設置した「地方消費者行政の充実・強化に向けた今後

の支援のあり方等に関する検討会」の報告書（本年７月）を踏まえ、ギャン

ブル等依存症の相談対応を含め、必要な措置について検討等を進める。 

   

 ※ 参考 

① 消費生活相談窓口の設置状況（平成28年４月現在） 

      全ての地方公共団体に設置（うち、消費生活センターは799カ所） 

      消費生活相談員：3,393人 

    ② 消費生活センター等に寄せられるギャンブル等に関する相談 

      616件（平成27年度）→ 537件（平成28年度） 

      ※ 本年７月13日時点でのPIO-NETによる検索結果（「ギャンブル」

及び「多重債務」をキーワードとして設定し、検索） 

 



 

４６ 

 

５ 日本貸金業協会における対策【金融庁】 

   

多重債務問題の解決の一環として、平成22年10月から貸金業の自主規制団体

（日本貸金業協会）が、浪費癖を持つなどの理由で貸付自粛を受けたいとの本

人からの申告を受け、当該本人が自粛対象者である旨の情報の登録を個人信用

情報機関に依頼することにより、その登録情報の提供を受けた消費者金融会社

等による貸付けの自粛を促す取組を行っている。 

しかしながら、現状では、一般的な貸付自粛制度の運用にとどまり、ギャン

ブル等依存症対策としての取組は存在していない。 

 

このため、本年４月以降、協会の自主規制規則である「貸付自粛対応に関す

る規則」について、ギャンブル等依存症等を理由とする申告を貸付自粛の対象

とする旨の規定整備を検討している。 

 

今後は、本年度末を目途に、ギャンブル等依存症対策への対応に係る「貸付

自粛対応に関する規則」の整備を目指していく。 

また、同規定の運用において新たに発生する事務負担にも考慮しつつ、体制

を整備し、平成30年度中を目途に運用を開始することを目指していく。 

さらに、自主規制規則の整備に併せて、協会ウェブサイト等の作成作業を進

めるとともに、関係先（全国の消費者相談センターや、ギャンブル等依存症に

対応できる専門機関）に対して広く制度を周知する方策を検討する。 

 

 

 

６ 銀行の個人向け融資における対策【金融庁】 

   

現状では、銀行の個人向け融資を通じ、ギャンブル等依存症患者がギャンブ

ル等の資金を借り入れる可能性がある。 

   

このため、全国銀行協会（以下「全銀協」という。）において、ギャンブル

等依存症対策として、ギャンブル等依存症等を理由とする申告を貸付自粛の対

象とする制度の導入に向けた検討を行うこととし、本年４月以降、類似の制度

を導入している日本貸金業協会、貸金業法（昭和58年法律第32号）上の指定信

用情報機関、法律事務所等と意見交換を実施の上、全銀協が貸付自粛制度を導

入するに当たって整理すべき内容（会員各行による制度活用、制度の運用に当

たっての法的課題・リスクの精査、個人信用情報機関との連携、受付時の本人

確認等のノウハウ等）について検討を開始している。 

 



 

４７ 

 

今後は、全銀協内の検討部会において、具体的な対応方法等について更なる

検討を行うとともに、必要に応じて日本貸金業協会、個人信用情報機関、法律

事務所等とも相談し、全銀協内の体制整備（個人信用情報センターにおける必

要なシステム改修等の実務対応や他信用情報機関との連携の実務対応を含む。）

等に係る検討を進めた上で、平成30年度を目途に貸付自粛制度を開始すること

を目指していく。 
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自己申告プログラム
ご利用案内
自己申告プログラム
ご利用案内

◆パチンコ・パチスロを適度に楽しみたいお客様
◆のめり込みを抑制したいお客様

　自己申告プログラムは依存（のめり込み）問
題に悩むお客様のお手伝いをする仕組みです。
　お客様の1日に使用する上限金額を決めて
いただき、その金額を超えた際に店舗スタッフ
がお知らせするものです。（スタッフは「お知ら
せ」までサホ ー゚トしますが、その後の遊技につ
きましてはお客様に決めていただきます）

※自己申告プログラムは、のめり込み対策の一環として、会員管理システムを活用して、お客様に1日の遊技の使用上限金額を自ら申告していただき、
　申告上限額を超えた場合、次回の来店日にお客様にお知らせする仕組みです。これによってお客様の安全・安心遊技を確保しようとするものです。

申込み方法

①備え付けの申込み用紙に上限金額を記入

②本人確認ができるものと申込書をカウンターに

③顔写真を撮影（ご自身で用意してもかまいません）

のめり込みを抑制したいお客様をサポートします！

56

５９



６０



18

６１



６２

CS733469
長方形



ギャンブル等依存症に対応できる専門の医療機関
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ギャンブル等依存症に対応できる回復施設

６５

CS733469
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一人で悩まず、多重債務解決への

相談窓口に是非ご相談下さい。

きちんとした手続をとれば、

多重債務は必ず解決できます。

多重債
務

相談窓
口

相談窓口に関するお問い合わせは、
お住まいの都道府県・市区町村、
もしくは、最寄りの財務局まで。

金融庁ホームページでも、全国の相談窓口の連絡先を掲載しています。
http://www.fsa.go.jp/soudan/
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